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当初からの安全設計内容

＊施設の安全設計より抜粋



2011.3.11（東日本大震災）時の状況

対応の状況

当日は東陽町で「環境安全委員会」があり、所長他の幹部が不在だったが、設備保
全課長、運転管理課長を本部長・副本部長とする「自衛防災体制」が組織し、従業員
の安全確保、確認及び施設の保安確保、点検や報告等を行った。その後、従業員の
帰宅や交通機関の停止に伴う待機指示、点検や保安体制を確保した。
なお、環境安全委員会は、中止となり後日開催された。

施設の保安

安全設計（120ガルで自動停止）に基づき、143ガルで水熱酸化分解設備などが緊急
自動停止、施設など軽微な損傷はあったものの、排気中のPCB濃度など異常はなく
、安全な状態が維持できた。余震や津波警報等の影響により多少の混乱はあったも
のの、その後の施設点検も組織的に適切に行い、本社や関係機関等に対しても速や
かに報告を行った。

主な被害

・ケーブル壁貫通孔の耐火ボード、ALC壁の落下、ケーブルラックのずれ

・消火栓配管一箇所からの水漏れや配管フランジとドレンキャップ部での漏れあと

・低濃度搬入口床コンクリート部の一部沈み

・プレゼン室入口部などの一部（排煙口付近）の石膏ボードや天井吊りボルト落下等

施設の再稼動

・3/21（月）までは、計画停電による電力確保、薬剤等の安定供給確認及び運転員の

確保ができず保安体制を継続し、設備点検及び損傷部の修繕対応等を実施した。

・3/22（火）から施設を立上げ、通常操業を再開した。

課題点への

対応等

地震発生時に幹部が不在だったことから、自衛防災体制の代行順位等を再検討し、

周知した。また、防災備品や非常用食料等の見直しと備蓄量の考え方を整理し、

今回は停電が無かったが、停電を想定した防災備品の備蓄を行った。

３月１１日（金）１４：４６ 地震発生時の主な対応状況等を下記に示す。



安全性の見直し結果

見直し事項 見直し内容 確認結果

想定最大震度 震度６強
（震度６は250～400ｶﾞﾙ相当）
【H24年4月18日東京都防災会議

首都直下型地震最大震度】

施設の主要部耐震値は600ｶﾞﾙであ
り、耐震性は十分にある。

想定最大津波高さ 東京湾平均海面TP＋2.3m
【H24年3月31日内閣府南海トラ
フ巨大地震による津波高さ】

施設１階床高さはTP+6.166mであり、
浸水はなく、津波の影響を受けない。

液状化対策 東京の液状化予測図見直し
【H24年3月27日東京都建設局・
港湾局】

液状化の可能性のある地域に含ま
れるが、支持層までの基礎杭で、対
策が行なわれている。

防災計画について 中央防災会議H23年12月「防災
基本計画」に基づく見直し

事業所防災規程等は、東京都震災
対策条例に基づく事業所防災計画
に関する告示（Ｈ25年4月1日施行）
に基づき再確認し整備した。

東京事業所の大規模災害安全性については、現状想定される

地震・津波の最大事象に対して十分な耐力を有していることを確認した。



想定最大地震が発生した場合の施設設備への影響

○施設主要部耐震設計値は、
600ガルであり、震度6強で建物

は軽微な損傷にとどまる見込み。
○設備は加速度120ガル（震度5弱
相当）以上でインターロックにより
安全に自動停止する。（3.11東日
本大震災の際は最高143ガルで、

安全に自動停止した。）

平成24年東京都防災会議
は「首都直下型地震の最
大震度を6強に見直す。
これは、内閣府の南海トラ
フ巨大地震の想定震度5
強を上回る。

2011.03.11
143ｶﾞﾙ

震度５弱 震度５強 震度６強

震度６弱

震度７



想定最大津波が発生した場合の施設設備への影響

施設１階床高さはTP+6.166mにつき、想定最大津波高さ
（TP+2.3m）が発生したとしても、浸水はせず、津波の影響を受け
ない。（ＴＰとは東京湾平均海面）

平成24年3月内閣府は南海トラフの巨大地震による最大津波高さをTP+2.3m
と見直した。これは、東京都防災会議の直下型地震による想定最大津波高さ
TP+2.06mを上回る。

過去の最高潮位：TP+2.03m



東京の液状化予測（平成24年度改訂）

東京事業所
（中央防波堤
内側埋立地）

事業計画時の地質調査で、極めて大規模な地震時、地下
15m～18mの東京層で小規模な液状化が起きる懸念がある
との結果を得ているが、建物は地中の支持層まで達する基
礎杭で支えており、万一液状化現象が起きても、不等沈下
等が生じることは無い。（PHC杭450～600φ×約560本）



防災対策の検討(1）
中央防災会議平成23年12月「防災基本計画」に基づき、施設の防災対策を見直す

項 目 継続 見直し 確認結果

１．事業継続

１）災害時の事業計画の策定

２）燃料・電力等重要なライフラ
インの供給不足への対応

○

○

－

－

・施設を安全な停止状態に維持する事に努め、事業再開の社会的要求
が有り次第、速やかに運転を再開する準備をしておくこととしている。

・施設を安全に停止し安全を維持する為の電源、用水、窒素等の用役を
確保している。

＊「ユーティリティ設備の安定供給対策」（添付-1）参照

２．防災組織・訓練

１）防災体制の整備 ○ ○ ・防災規程等（予防規程、消防計画、自衛防災規程、地震防災規程）によ
り、地震時の体制は最新化、整備されている。

・地震防災規程の「帰宅困難者対策」追加した。
＊「震災発生時における帰宅困難者対策要領（概要）」（添付-2）参照

２）自衛防災組織の設置 ○ － 組織改訂や人事異動等の変更を反映し常に最新化している。

３）防災資機材の設置 ○ － 防災資機材は消防法に基づき設置されており適合している。

４）防災教育の実施
○ －

東京危険物相互応援協議会幹事として、防災活動の取組み等について
の情報を事業所内で共有している。また、消防防災に関する講習、講演
等への参加の機会を利用している。
運転員等には、防災訓練時（年３回実施）や放水訓練時に適宜実施して
いる

５）避難場所の事前設定
及び避難訓練

○ － 地震津波を想定した避難訓練を定期的に実施している。
地震避難場所：正面玄関前
津波避難場所：３階、４階建物内

６）防災訓練 ○ － 総合防災訓練、緊急通報訓練をそれぞれ年３回計画実施している。



防災対策の検討(2)

項 目 継続 見直し 確認結果

３．通信・連絡体制

１）消防、警察、監督官庁へ
の通信・連絡体制の策定

○ － 「緊急時連絡体制表」を常に最新化し、管理している。

２）消防、警察、監督官庁へ
の通信・連絡体制の確保

○ － 所内の緊急通報訓練は年３回実施している。
また、総合防災訓練時に監督官庁への通報訓練を実施。

３）職員の非常参集の確立 ○ － 職員への休日夜間緊急時連絡体制表を最新化し、
年３回の緊急連絡通報訓練を実施している。

４）情報収集連絡体制の確立 ○ ○ 防災規程等の中で「防災管理者は、テレビ、ラジオ、
インターネット等により情報収集することを具体的に定めた。

５）家族への連絡体制の確保 ○ ○ 事前に家族と連絡手段を取り決めておくこと。連絡手段は複数確
保することを推奨し、防災規程等に明記し、指導している。

４．事故防止

１）事業所の耐震化・耐浪化 ○ ○ 最大想定震度、津波の最大想定高さの見直しに対し、安全性を
確認した。

○ ○
施設の貯槽90基及び付属配管について調査を行い、問題ないこ
とを確認した。（産廃振興財団へ委託）
＜調査項目＞
設備仕様：貯槽構造、固定の有無、接続配管の口径（大口径・

小口径）及び配管弁の種類（自動弁・手動弁）
貯蔵情報：貯蔵量、貯蔵物、貯蔵形態（液・固形）
設置条件：処理建屋の内外、設置階、管理区域レベル、防油・防

液提、オイルパンの有無



防災対策の検討(3)

項 目 継続 見直し 確認結果

２）液状防止策の実施 ○ ○ ・施設の場所は液状化の可能性が高い地域ではない
＊最新液状化マップ参照
・万一液状化が起きても、主要部の杭基礎N値40以上
確保しており建物への影響は低い。

３）転倒落下物対策 ○ － 処理物のトランス、コンデンサ等は、転倒防止バー付の
オイルパン内に入れ、保管している。
＊「保管状況の写真」（添付-3）参照

４）閉じ込め防止 ○ － ・閉じ込め防止策を実施してある。
・エレベーターは最寄り階で扉開状態で停止する。
（停電時自動着床装置あり）

５）流出油等防止堤等の特定
防災施設等の設置

○ － ・防液堤があり、不浸透塗り床の仕様となっている。
・想定される最大津波が発生しても施設浸水はない。

５備蓄等

１）3日分の食糧、飲料水、
簡易トイレ・ペーパーの備蓄

○ ○ 平日の施設内従業員数とスポット入構者数（従業員数
の10％分）を合計した人数の3日分を備蓄している。
＊東京都帰宅困難者対策条例(H25.4.1)に基づく。

２）非常持出品（救急箱、懐中
電灯、ラジオ、乾電池）の準備

○ － 常備している。



ユーティリティー設備の安定供給対策（１）
添付-１

70本 630Nm3 地下ピット：150m3 冷却塔ピット：1200m3



ユーティリティー設備の安定供給対策（２）

容量：150kVA

容量：2500kVA

電力系統はループではなく、2系統受電で停電の場合は瞬時に切り替わる。



ユーティリティー設備の安定供給対策（３）

容量：18m3



帰宅困難者対策要領（概要）
項 目 事前の対応 発生時の対応

１．安否情報の確認

（１）従業員等 の安否確認 常駐会社（JESCO他3社）の従業員等の安否
確認手段を確立し周知
（安否確認実施者の指名と報告）

安否確認実施者より、防災管理者又は
当直長（夜間・休日）への報告を指示

（２）家族の安否確認 家族との連絡手段の複数確保を推奨 家族の安否確認と報告を指示

（３）手段の教育 防災訓練等で手段の教育や資料を提供 －

２．従業員等の一斉帰宅の抑制

（１）従業員等へ周知 公共交通機関の状況等により事業所内待機
を指示することを周知（防災訓練等）

防災管理者は、災害関連情報及び公
共交通機関の運行情報を収集する者
を指名、随時、収集した情報を従業員
等に提供

（２）待機場所の確保 常駐会社の通常勤務場所（事務所・会議室・
控室・食堂等）、但し女子従業員は2階応接室

－

（３）食料・非常用備蓄品 飲料水、食料、簡易トイレは対象者（昼間勤
務者）の3日分と外来者等に対する予備（目
標10％）
対象者：JESCO（50人）、TEO（80人）、

TEE（20人）、日東ビル保全（3人）

－

（４）移動手段の事前確認 徒歩による帰宅は不可。帰宅希望者は、歩
行可能な場所までの移動手段（自動車等）を
当該常駐会社が手配

防災管理者は、公共交通機関の運行
再開による待機解除、時差帰宅の指示

添付-2



トランスの保管状況

転倒防止バー

コンデンサの保管状況

オイルパン

添付-3


